
 

 様式２ 

推薦調書（実装部門） 

表彰区分 実装部門 推薦都道府県 滋賀県 

地方公共団体名 日野町 

取組名称 日野町版デジタル「EBPM」の実現 

連携自治体、企

業、団体等 
株式会社ソーシャル・エックス 

デジタルを活用

した取組の概要

（デジタルを活

用した取組の全

体概要と解決す

る個別課題の具

体的内容） 

（種類） ② 
（左記が①の場合

の分野） 
 

【デジタルを活用した取組の全体概要】 

・「KKO（勘‧経験‧思い込み）」ではなく、デジタル技術を活⽤した「エビ

デンス」に基づいた政策形成‧EBPM※プロセスを⽬指し、開発。 

・デジタル技術（ワクチン予約システム）を⽤いることで、効果的にフィー

ドバック（予約動向のリアルタイムデータ）を得て、それを元に機動的に施

策の変更（システムの修正）に活かす取組み。これにより、住⺠ニーズに即

したスムーズな予約が実現した。 

・日野町と株式会社ソーシャル・エックス（以下、協力企業）共同で、以下

のシステムを開発 

○ワクチン接種予約 WEB システム（開発期間：約 1.5 ヶ月） 

○ワクチン接種予約 IVR システム（開発期間：約 1.5 ヶ月） 

○確定申告相談予約 WEB システム（開発期間：約 1ヶ月） 
※EBPM とは、エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキングの略称。政策の企画をその場限りのエピソー

ドに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで客観的根拠（エビデンス）に基づくものとし、政策効

果の測定に重要な統計等のデータを活用した上で、国民への行政への信頼確保を行うこと。 

【実施に至る経緯・動機】 

‧エビデンスに基づいた政策形成や住⺠ニーズに即した対応が難しい現状、

ワクチン接種予約が全国的にトラブル続出、スムーズな予約を実現したいと

いう中、協力企業からの提案があり、共同での開発を開始。 

・協力企業からの提案内容は、システム開発やランニングコストの費用を、

日野町が負担せずに、町民・役場の双方に寄り添った、ワクチン接種予約シ

ステムを一緒に開発したいとの内容であり、開発することに至った。（協力

企業は、新規事業への開発投資の一環として、実施） 

【解決する課題の具体的内容】 

１．日野町において、新型コロナワクチン接種予約は、役場ＯＢ等による電

話受付により、年齢ごとに予約開始を区切る形でスタート。概ね順調に進ん

だが、高齢者以外の予約については、電話予約とともにＷＥＢ予約を併用さ

せ、スムーズに行うことが求められたが、他自治体では既存予約システムの

不具合や使い勝手の悪さが指摘されていた。 

２．行政職員は住民に寄り添い、デジタル技術で解決できそうな課題は把握



している一方、職員が専門的な知識を持たず、日々課題の内容が大きく変容

するなかで、従来型の行政側がまず詳細な仕様を決定し、事業者がこれを設

計・構築していくという従来型の開発手法では、課題に的確に対応したシス

テム構築は困難となっていた。 

【プロジェクト成功のポイント】 

・技術者と行政職員が、課題認識や最終目標を共有しつつも詳細な仕様を定

めることなく、毎週１回定例的に WEB 会議を実施し、「作りながら考え」

「考えながら作る」という「アジャイル開発」により、変化するワクチン接

種の運用要件に迅速に対応。デジタルに不慣れな町民に寄り添ったシステム

を、短期間で現場の状況にあわせた予約システムを開発することができた。 

・開発できたワクチン予約システムを町職員の提案により、税務相談予約シ

ステムとして転用することとし、これも「アジャイル開発」により実現する

ことが出来た。 

デジタルを活用

した取組による

成果（成果がわ

かるデータ・数

値） 

１.エビデンスに基づく適切な現状把握と対処、協⼒企業との連携による

「アジャイル開発」により、スムーズな予約環境が実現できた。  

２．デジタル一辺倒ではなく、個々に寄り添った受け⽫も準備できた。 

■ワクチン接種（第１回目～第３回目） 

・WEB システムでの予約件数：20,875 件 

・IVR システムでの予約件数：1,230 件 

■確定申告相談予約 

・WEB システムでの予約数：83 件（従来型の受付と併用） 

本取組の特徴的

な点やデジタル

の活用において

工夫した点 

１デジタル技術活⽤による「エビデンスの把握」  
 HP 上で、ワクチンメーターを設置することにより、予約動向のリアルタイ

ムデータの確認が可能になった。 

２協⼒企業との臨機応変な「アジャイル開発」  
 週次にて WEBMTG を実施し、「作りながら考え」「考えながら作る」とい

うアジャイル開発により、変化するワクチン接種の運用要件に迅速に対応。

短期間で開発することができた。 
３デジタルに慣れない層にも配慮した「デジタルデバイド」対策 
 「町民にとって、利用しやすいシステムの実現」という目的を共有し、町

民から吸い上げた声をもとに、役場側の意見と、協力会社側でのシステム観

点の意見の議論・調整を行い、デジタルに不慣れな町民を含め、全ての住民

へ対応した柔軟なシステムが完成できた。特に、ワクチン接種では、IVR シ

ステムの活用により、WEB での申請に不慣れな町民へ電話での自動音声応答

対応が実現できた。 

今後の展望 

・町行政の推進にあたって、特に先行きが不透明な分野については、事前に

詳細な計画を定めることのない「アジャイル型」ＥＢＰＭにより推進する。

（現在、公共交通活性化に向けたプロジェクト全体をこの手法で推進） 



 
「日野町版デジタル「EBPM」の実現」概要図 

 

 



 

 

 
 

 



 

 

 
 

 



 

 

 
 

 


